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2020 年 1 月現在、全世界で 178 の国と地域が無形文化遺産保護条約の締約国となっ
ている。また127の締約国から549の案件が、緊急保護一覧表、代表一覧表、およびグッ
ド・プラクティスに記載・登録されている。なお日本は 2004 年 6 月 15 日に条約を
























訳  認定 NGO
accredited non-governmental organization





























ad hoc consultative bodies







































































Bureau (of the Intergovernmental Committee for 
the Safeguarding of Intangible Cultural Heritage)
　（無形文化遺産の保護に関する政府間委員会の）ビューローは、地理的な代表
の衡平性の原則に則り、議長、副議長 1 人以上及びラポルトゥール 1 人で構成さ
れる（政府間委員会手続規則第 12 段落第 1 項）。議長は、政府間委員会の開会や
閉会、審議の統括、手続規則の確実な遵守、発言権の付与、案件の票決、決議の
発表、議事進行上の問題についての判断、手続きの円滑な進行、秩序の維持のほか、
委員会から委任された他のすべての義務を遂行する（同第 14 段落第 1 項）。ビュー






間委員会の通常会期の最後に議長 1 人、副議長 1 人以上及びラポルトゥール 1 人
を選出し、これらの者の任期は次の政府間委員会の通常会期の最後までである（同





（同第 4 項）。なお、副議長の人数について、手続規則第 12 段落第 1 項及び第 13
段落第 1 項に「1 人以上」とあるが、実際は、議長を輩出する委員国が属するグ
ループを除く 5 つの選挙グループの委員国から各 1 人が選出される。したがって、
























　また、政府間委員会での各発言者の発言時間は、手続規則第 22 段落第 2 項に
より議長が決めるとされるが、実際には、政府間委員会に先立ちユネスコ本部で
開催されるビューロー会合で合意が図られる。第 14 回政府間委員会（ボゴタ、
















訳  （ユネスコの賛助する）カテゴリー 2 センター























for theSafeguardingof the IntangibleCulturalHeritageofLatinAmerica
（CRESPIAL））
韓国：アジア太平洋無形文化遺産国際情報ネットワークセンター（International












　アジア太平洋地域には中国の CRIHAP、韓国の ICHCAP、そして日本の IRCI
の 3 つの無形文化遺産のカテゴリー 2 センターが存在する。この背景には、こ









































































































Convention for the Protection of the World 
Cultural and Natural Heritage of 1972
　世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約（世界遺産条約）は、国連教
育科学文化機関（ユネスコ）の文化関連の国際条約の一つである。パリのユネス
コ本部で開催された第 17 回ユネスコ総会において 1972 年 10 月 16 日に採択され、
1975 年 12 月 17 日に発効した。















第 15 条第 1 項）、世界遺産の保護のため締約国が国際的援助を要請できること（同
第 19 条）などを定めている。






















































緊急保護一覧表（運用指示書第 1.1 章第 1 段落）












U.6 　著しく緊急な場合は、関係ある締約国は条約第 17 条 3 項に則り、提案要
素の記載について協議を受けていること。
代表一覧表（運用指示書第 1.2 章第 2 段落）











グッド・プラクティス（運用指示書第 1.3 章第 7 段落）




























































択、承認）基準の一部、例えば、代表一覧表の R.2 及び R.5、緊急保護一覧表の U.5
について、提案書への記述が難しいとの意見が政府間委員会でしばしば聞かれる。





















































































Emblem of the Convention for the Safeguarding 
of the Intangible Cultural Heritage
　無形文化遺産の保護に関する条約の標章（以下、条約の標章）は、無形文化遺
産の可視性と認識向上に可能な範囲で最大限に貢献する目的で利用され、運用指

































各選挙グループ 1 カ国ずつの委員国 6 ヶ国（フランス（議長）、ボリビア（ラポ
ラトゥール、後にブラジルに交代）、アルジェリア、ブルガリア、インド、ナイ
ジェリア）からなる補助機関（subsidiarybody）が結成された（DECISION2.COM















































形文化遺産の専門家であり、残りの 6 名は NGO により推薦された専門家である。
またその選出にあたっては 6 つの選挙地域から各 1 名ずつ選出することにより、
地理的平等性を担保する。また評価機関メンバーは無形文化遺産の多様な分野を
総合的にカバーすることを考慮して、各分野から選出する。
　評価機関メンバーは任期を 4 年間とし、毎年、全体の 4 分の 1 である 3 名を改
選する。ユネスコ事務局は政府間委員会開催の 3 か月前までに、改選されるメン
バーの選挙地域の締約国にその旨を連絡する。選挙地域の議長は政府間委員会開























































































Fund for the Safeguarding of the 
Intangible Cultural Heritage
　無形文化遺産の保護のための基金は、無形文化遺産保護条約により設立され
た基金（条約第 25 条 1 項）で、本質的には締約国の保護の取り組みに支援を与















　これらの財源のうち、締約国の分担金について条約第 26 条 1 項は、締約国は、







第 26 条第 1 項の規定に拘束されない旨を宣言することができるとされ、定めら
れた額に満たない分担金を支払うことも可能である。但し、同条第 4 項において、
第 2 項の宣言を行った場合でも、少なくとも 2 年に 1 回定期的に支払う。その任




















限定しないものがある（条約第 25 条第 5 項）。




援助を受けることができる（条約第 25 条第 5 項）。さらに、運用指示書第 66 段
落は、主として無形文化遺産保護条約第 5 章に記述される国際的援助に付与され
るものとする、と述べている。
















国際的援助に配分されてきた。しかし、第 12 回政府間委員会（済州島、2017 年）
議題 7 において事務局から、国際的援助に配分された予算の執行率が低く、2016
年－2017 年の 2 か年においては全体の 35 パーセントであったことが指摘され












　本条約全ての締約国による総会であり、第 4 条 1 項において、「締約国会議は、
この条約の最高機関である。」と規定されている。
　通常は 2 年に 1 回パリのユネスコ本部で開催されるが、締約国会議が自ら決定











は、まず委員国議席数 24 を 6 つの地理的グループにどう配分するかが討議され、
各グループの締約国数の全締約国数に対する比例配分を基本として議席数が決定
される。2018 年の会議で決定した各グループ議席数は、グループⅠ（西欧・北米）







　なお条約に規定される臨時の会合は、2006 年 11 月 9 日に開かれた 1 回のみで
ある。この時は、第 1 回総会（2006 年 6 月）に選出された政府間委員会委員国
■ 解 説
43























覧表については記載基準 R.1 から R.5（運用指示書第 2 段落）、緊急保護一覧表に
ついては記載基準 U.1 から U.6（運用指示書第 1 段落）の全てを満たしている必
要がある。
　一覧表に記載された案件に関しては、緊急保護一覧表については 4 年ごと（運
用指示書第 161 段落）、代表一覧表については 6 年ごと（運用指示書第 152 段落）
に、現状に関する定期報告の提出が当該案件をその領域内に有する締約国に義務
付けられている。
　第 14 回政府間委員会（2019 年）までに代表一覧表に記載された案件は 124 ヶ
















































案件は第 5 回政府間委員会（ナイロビ、2010 年）で UAE、ベルギー、チェコ、
フランス、韓国、モンゴル、モロッコ、カタール、サウジアラビア、スペイン、
シリアを関係締約国として記載された。次いで、オーストリアとハンガリーが

















































































　なお第 2 項は、第 1 項の定義をより具体的に理解するための 5 種の分野（原文
は domains）を示すもので、この 5 種以外を排除する意味ではない。実際にユネ
スコに提出する提案書のフォーマットの案件の分野を記す箇所には、この 5 種以
外に「その他（other（s））」が選択できるようになっている。実際の提案書では、






Intergovernmental Committee for the 
Safeguarding of the Intangible Cultural Heritage
　条約第 5 条に規定される無形文化遺産保護のための政府間委員会（以下、政府
間委員会という）は、締約国会議に次ぐ機関とされるが、実質上は本条約の最重
要機関と言っても良い。現在は 24 カ国（第 5 条 2 項の規定により条約発行時は





















　政府間委員会は、2006 年 11 月のアルジェリア・アルジェにおける第 1 回委員
会から、2019 年 12 月のコロンビア・ボゴタにおける第 14 回委員会まで、通常
■ 解 説
51
会合 14 回、臨時会合 2 回の計 16 回開催されている。原則的には委員国の中から
ホスト国が立候補し、前年の委員会において次期開催国としての承認を受けるが、














































































　当初は 2 万 5 千ドル以上の国際援助要請が政府間委員会の審議事項とされてい
たが、その額に比して申請の手続きが煩雑すぎるとの意見が 2015 年の第 10 回政


























International Covenant on Civil and 
Political Rights of 1966
　世界人権宣言をうけて 1966 年 12 月に採択され 1976 年 1 月に発効した人権に
関する国際規約であり、「市民的及び政治的権利に関する国際規約」（1966 年 12
月採択、1976 年 3 月発効。自由権規約・B 規約）及びその「第 1 選択議定書」（採
択・発効ともに本規約と同時。個人通報制度を定める）・「第 2 選択議定書」（1989
年採択、1991 年 7 月発効。死刑制度廃止を定める）とあわせて、「国際人権規
約」と呼ばれる人権に関する多国間条約を形成している。一般には、「社会権規
約」あるいは「A 規約」と略されることが多い。現在締約国数は 173 か国であり、
日本は 1978 年 5 月に署名、1979 年 6 月に批准、同年 8 月に公布している。
　その内容は、第 1 部民族自決権に関する規定（第 1 条）、第 2 部締約国の義務
等に関する規定（第 2 条～第 5 条）、第 3 部個別的人権規定（第 6 条～第 15 条）、
第 4 部実施措置に関する規定（第 16 条～第 25 条）、および第 5 部加盟等に関す
る一般規定（第 26 条～第 31 条）からなっている。
　その中心は第 3 部の個別的人権規定であり、ここでは、労働に関する権利（第
6 条～第 8 条）、社会保障に関する権利（第 9 条）、家族に対する保護・援助（第
10 条）、生活水準に関する権利（第 11 条）、健康を享受する権利（第 12 条）、教










　 1 　国際規約第 7 条⒟「公の休日についての報酬」に拘束されない権利を留保。
■ 解 説
56
　 2 　第 8 条⒟の規定「同盟罷業（ストライキ）をする権利に拘束されない権利
を留保。
　 3 　第 8 条第 2 項の「警察の構成員」に消防職員を含むとの解釈宣言。
　また批准当初は、第 13 条⒝⒞の中等・高等教育無償化の漸進的導入について



























































Istanbul Declaration of 2002 adopted by the 
Third Round Table of Ministers of Culture














































　U.6 著しく緊急な場合は、関係ある締約国は条約第 17 条 3 項に則り、提案
要素の記載について協議を受けていること。































































































訳  NGO フォーラム
NGO forum
　NGO フォーラムは、政府間委員会に助言をおこなう認定 NGO が交流や協力


























































（2008 年 6 月採択の運用指示書第 10 段落及び 27 段落）、代表一覧表への不記載
が決議された案件は、4 年間が経過しなければ再提案できないと定められていた











容が第 10 回政府間委員会（ウィントフック、2015 年）で正式に運用指示書の改





代表一覧表に関して不記載が再定義されて以降、第 11 回、第 12 回が各 0 件、第










Operational Directives for the Implementation 







ること」と記述されている。この条文に従い、政府間委員会は 2007 年の第 1 回
臨時政府間委員会、同年の第 2 回政府間委員会及び 2008 年の第 2 回臨時政府間
委員会で運用指示書の案を作成、2008 年 6 月 16 日～19 日に開催された第 2 回
締約国会議で採択された（RESOLUTION2.GA5）。その後、2010 年の第 3 回、
2012 年の第 4 回、2014 年の第 5 回、2016 年の第 6 回締約国会議で改定されており、































































Proclamation of Masterpieces of the Oral 
and Intangible Heritage of Humanity
訳  人類の口承及び無形遺産に関する傑作宣言
　「人類の口承及び無形遺産に関する傑作宣言」は、1997 年の第 29 回ユネスコ




























いて、2001 年を第 1 回とし、以後 2005 年の第 3 回にいたるまで実施された。開
始当初は各国の関心もあまり高くなかったが、第 1 回の宣言が注目を集めたこと
で次第に認知度を増し、最終的には 90 件の傑作が宣言された（第 1 回 19 件、第

























と規定している。これにより、2005 年までに宣言された 90 件は、2008 年のトル







Programmes, projects and activities for 











とされ、運用指示書第 1.3 章第 7 段落で次の 9 つの基準が示されており、これら
をすべて満たす必要がある。

























































提出することができる（運用指示書第 1.10 章第 36 段落）。情報照会決議を受け
たからといって、その提案が将来記載又は採択、もしくは要請が承認される保証
はなく、更新された提案や要請は全ての記載又は承認基準を満たしていなければ
ならない（運用指示書第 1.10 章第 37 段落）。
　情報照会は、代表一覧表への記載提案に関して、2009 年の第 4 回政府間委
員会で運用指示書の改定案として締約国会議へ提案（DECISION4.COM19）、
2010 年の第 3 回締約国会議で承認（RESOLUTION3.GA5）され、2011 年の第
6 回政府間委員会から使用が開始された。2015 年の第 10 回政府間委員会では、
緊急保護一覧表への記載、グッド・プラクティスの選定及び国際的援助の要請に
関しても情報照会の選択肢を設けるという運用指示書の改定の提案（DECISION
10.COM14.a）が決議され、2016 年の第 6 回締約国会議で承認された。
　代表一覧表記載提案への情報照会オプション導入後初めて開催された第 6 回政
府間委員会（バリ島、2011 年）では、補助機関が情報照会を勧告した提案は 49
件中 26 件に及び、政府間委員会で 1 件が記載を決議されたものの、18 件が情報
照会、7 件は政府間委員会の前に取り下げられた（ITH/13/8.COM/13.b第 5 段
落）。このような状況を踏まえ、第 4 回締約国会議（2012 年）では、政府間委員
会に対し情報照会オプションに関する詳細な検討（reflection）を始めるよう要










体的な改定は提案されず、議論は第 9 回政府間委員会（ユネスコ本部、2014 年）
に持ち越された。



























Reports by States Parties on elements 
inscribed on the List of Intangible Cultural 




















































Reports by States Parties on elements 
inscribed on the Representative List of the 













































Reports by States Parties on the 
implementation of the Convention










　⒜　無形文化遺産保護条約第 11 条及び第 12 条に記述されている、締約国の領
域内に存在する無形文化遺産の目録

















































きた。第 12 回政府間委員会（済州島、2017 年）の議題 8b（ITH/17/12.COM/8.
■ 解 説
85
bRev）では、定期報告の提出を求められた締約国 52 カ国のうち、79 パーセン
トにあたる 41 カ国が未提出であることが事務局から報告された。それ以前の政














いたが、2020 年 12 月 15 日を最初の締切日とする、地域グループごとの新たな
提出サイクルの設定が第 12 回政府間委員会において決定された（DECISION












Representative List of the Intangible 


































































































Rules of Procedures of the 
Intergovernmental Committee for the 
Safeguarding of Intangible Cultural Heritage
　無形文化遺産の保護に関する政府間委員会の手続規則とは、政府間委員会の会
議運営の詳細について定めた文書である。
　条約第 8 条第 2 項には「委員会は、その構成国の三分の二以上の多数による議
決で、その手続規則を採択する」とある。この定めに従い、2006 年 11 月にアルジェ
で開催された第 1 回政府間委員会で手続規則が採択された。その後、2008 年 2
月の第 2 回臨時委員会、2008 年 11 月の第 3 回、2010 年 11 月の第 5 回、2013 年
11 月の第 8 回、2015 年の第 10 回、2017 年の第 12 回政府間委員会で改定されて
いる。




































　Identification:Technical description of a specific element constitutive of
the intangibleculturalheritage,oftendone in thecontextofasystematic
inventory.




maintained. [Thisnotionmaynotbeapplicable toallaspectsof intangible










persons, especially toyoungergenerations, through instruction,access to
documentalsources,orbyothermeans.
　Revitalization:[Ifreferringtopracticesdevelopedbytheculturalcommunity:]
Reactivating or reinventing social practices and representations,which























































































年 3 月のアルジェリアを皮切りに、2006 年 1 月ルーマニアの締約により効力発
生条件である 30 か国に達し、2006 年末までに 68 か国、2007 年末に 87 か国、
2008 年末に 106 か国に達した。その後増加のペースはやや落ち着くものの 2018
年末には 178 か国を数えている。
　条約採択時に棄権した 8 か国のうち、スイスは 2008 年 7 月、デンマークは
■ 解 説
96





Transfer of an element from one List to the 
other or removal of an element from a List
　ある一覧表から別の一覧表への移行及び一覧表からの案件の削除について、運
















































なかった。そのため、代表一覧表の記載基準 R.1 及び R.2 を満たさなくなったと
して、締約国からの抹消申請とあわせて、代表一覧表からの抹消が決定された











UNESCO Recommendation on the 
Safeguarding of Traditional Culture and 
Folklore of 1989
　 1989 年のユネスコ第 25 回総会において採択された勧告。後の無形文化遺産
につながる、伝統的文化及び民間伝承に関して、国際的な承認を受けた最初の
規 定 文 書 で あ る（http://portal.unesco.org/en/ev.php-URL_ID=13141&URL_
DO=DO_TOPIC&URL_SECTION=201.html）。
　その内容は、前文および、A. 民間伝承の定義（Definitionof folklore）、B. 民
間伝承の独自性（Identificationof folklore）、C. 民間伝承の保存（Conservation
of folklore）、D. 民間伝承の維持（Preservationof folklore）、E. 民間伝承の普及

















































UNESCO Universal Declaration on Cultural 
Diversity of 2001












　本文は、「アイデンティティー、多様性及び多元主義」（第 1 条～第 3 条）、「文
化的多様性と人権」（第 4 条～第 6 条）、「文化的多様性と創造性」（第 7 条～第 9


























進に関する条約」（文化多様性条約）が 2005 年の第 33 回ユネスコ総会で採択され、
























United Nations Educational, Scientific and 
Cultural Organization (UNESCO)
　 1945 年 11 月 16 日に採択された「国際連合教育科学文化機関憲章（ユネスコ憲
章）」（https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000125590.nameddest=constitution）







































Universal Declaration on Human Rights of 
1948
　「世界人権宣言」は、すべての人民とすべての国が達成すべき基本的人権につ





（第 1 条～第 19 条）、政治参加や平等な普通選挙に関する参政権規定（第 21 条）、

























































































World Day for Cultural Diversity for 
Dialogue and Development
　 2001 年、ユネスコにより「文化多様性世界宣言」（UniversalDeclarationon
CulturalDiversity）が採択された。翌 2002 年 12 月の国連総会において、5 月
21 日を「対話と発展のための世界文化多様性デー」と制定することが宣言された。















































































































































































































































































































　その後、2006 年第 1 回政府間委員会










　最初は、2006 年 11 月の第 1 回政府間





















































































































in the Means of Prohibiting











of the Underwater Cultural
Heritage）（2001 年）
　 •　無 形 文 化 遺 産 の 保 護 に 関 す
る 条 約（Convention for the




















イ ト（https://ich.unesco.org/） に お け
る一覧表の検索で、「世界遺産と潜在的
に関連する案件」の項目にチェックを入
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